
■関西にとっての原発

村上　皆さん、こんにちは。私は茨城県那珂
郡東海村の村長を 4期 16 年間務め、9月 20
日（2013 年）をもって退任致しました。人
口 3万 8,000 人の東海村は、村としては全国
2番目の規模を誇り、東京から東に約 110 キ
ロ、福島原発からも約 110 キロ離れた場所に
あります。
本日の講演テーマ「日本の原子力発祥の地
から脱原発を」は、私が言いはじめ全国から
注目していただくようになりました。今回は
関西の方々が原発をどのように考えてらっ
しゃるのか、また関西の方々には特に福島原
発事故を知ってもらい、考えていただきたい
と思っています。福井県若狭地方は 13 機も
の原発を抱え、ここで原発事故が起これば関
西は壊滅する。つまり 2000 年に及ぶ日本の
歴史が消えていきます。関東の人間にとって
も関西は大事ですし、我々日本人の魂の故郷
だと私は思っています。しかし、関西の皆さ
んは原発問題にあまり関心がないとお聞き

していますので、今回は大矢野先生のご依頼
を喜んでお受けしやって参りました。
昨日、自民党の石破幹事長が原発推進の発
言をしました。これは小泉前首相の「即時原
発ゼロ発言」に対し、現与党の自民党が警戒
し、それを打ち消すための原発維持、核燃料
サイクル政策維持の発言ですが、私は「この
国は何という国だ」と改めて強い憤りを感じ
ています。福島原発事故はもちろん過去形で
はありません。継続中の世界的大事故であ
り、大事件だと思っています。
少し話が逸れますが、1980 年代に TVド
ラマ『北の国から』で一世を風靡した倉本聰
氏は現在、北海道富良野市で「富良野自然塾」
を主催、人間の根本的な生き方を問う、また
そういった若者を育てる劇団をつくってお
られます。その倉本氏から『ヒトに問う』（双
葉社）という書籍を頂戴し、皆さんにお知ら
せしたいと持参しました。「便利さ豊かさを
享受し過ぎたすべての日本人へ」と表題があ
りますが、なかに福島県南相馬市の詩人・若
松丈太郎氏の「故郷という言葉が頭の芯を得
た。米屋魚屋豆腐屋味噌、醤油屋漬物屋羊羹
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屋煎餅屋駄菓子屋…」と、73 もの店の名前
が冒頭を飾る詩があります。「便利さや豊か
さを追求し過ぎたがためにこれらが消えた。
これが地方だ」と。例えばアメリカ発の大型
店が町に進出すると、周囲の小さな店が一
つ、また一つ店が閉じていく。それが地方で
あり、その最たるものがアメリカ渡来の核・
原発だと。こういった事柄を倉本氏が紹介し
ていますので、ぜひ読んで頂きたいと思いま
す。

■福島原発事故の「今」

10 月 30、31 日の両日、福島県南相馬市、
浪江町を歩いて来ました。津波に襲われた無
人の町が残され、いまだ避難生活を余儀なく
されている方が 16 万人もいらっしゃいます。
今回初めて事故後の町に入りましたが、建物
はそのまま残り、津波でさらわれた跡は草が
生い茂り、船の残骸も放置されたままになっ
ている。原発から離れた地域はきれいに片付
けられていますが、近い地域は立ち入り禁止
区域として破壊されたまま手つかずで放置さ
れています。津波に破壊されなかった地域も
たくさんありますが人っ子一人いませんし、
我々のバスや NHKの中継車以外は車も走っ
ていません。
南相馬市では事故から 2年 8ヵ月が経った
今もなお 2,000 戸の仮設住宅が残っていま
す。狭い場所にバラックが建ち並び縦に 7～
8 棟、横に 4～ 5 列と、「まるでナチスの強
制収容所のよう。何て非人間的なんだ」と寒
気がしました。その中の一軒でおじいさんと
おばあさんが暮らしていましたが、四畳半が
二間あるだけで非常に狭い。若い人は仮設住
宅には住みませんし、年寄りだけが暮らす場
所になっています。仮設住宅の皆さんにお話

をお聞きして一番印象に残ったのが「睡眠
薬」で、皆さん一同に「眠れない」とおっし
ゃる。子ども夫婦は仙台や山形、福島や会津
に避難し、自分たちの生活は先の見通しがま
ったく立たない訳ですから当然です。ボラン
ティアから「畑を作って農作物を作りましょ
う。きっと気が紛れますから」といった申し
出があり、「これで睡眠薬を飲まなくて済む」
とおっしゃってはいましたが、酷い状況で
す。

■震災直後の福島第一原発

今回の福島第一原発事故はチェルノブイ
リ級の「レベル 7」で、稼働中だった 1・2・
3 号機はメルトダウンしてしまいました。し
かし幸いなことに格納容器までは破壊され
ず、放出された放射能はチェルノブイリの 5
分の 1～ 7 分の 1 と言われています。もし 3
機すべてが 2号機のような状態になってしま
っていたらどうなったでしょう。また、停止
中の 4号機そして 5、6 号機もあわやという
状況でしたが、何とか持ちこたえました。
第一原発の南側、より東京に近い第二原発
の 4機はすべて稼働中でしたが、外部電源は
1・2・4 号機がシャットアウト。かろうじて
繋がっていた 3号機から 1・2・4 号機に工事
用のケーブルを引き何とかメルトダウンを
防ぎました。つまり福島の 10 機すべてがア
ウトになってもおかしくない状況だったん
です。
また福島第一原発 4号機の燃料プールでの
メルトダウンは、工事の不手際で偶然に防げ
たものでした。定期検査のために原子炉の上
に水が溜めてあり、本来は事故の 4日前に抜
かれる予定が工具の口径が合わずそのまま
放置していた。そこで震災が起こり、1・2・
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3 号機の水蒸気爆発で 4号機の壁も壊れ水が
漏れだしました。そこへ工事の不手際で残っ
ていた水が流れ込みプールでのメルトダウ
ンを幸くも防いだ。原子炉内ではなく、露出
した外側でメルトダウンとなると最悪の事
態となったでしょう。
「放射能拡散予測システム・SPEEDI（ス
ピーディ）」は東海村の日本原子力研究所で
開発されました。1999 年 9 月 30 日に JCO

の臨界事故が発生、SPEEDIが大々的に発
表されたので、我々は福島第一原発の事故の
際も「SPEEDIがあるのでは。対応はどう
なっているんですか」と問いかけましたが、
「発生源での放射線量が分からないから使え
ない」と何とも曖昧な答えが返ってきまし
た。もちろん SPEEDIの情報は届いていた
んですが、隠していたんですね。福島県はす
べてを「隠す」、その上で「住民に不安を与
えない」という姿勢が一貫してあります。

■震災直後の東海第二発電所、女川原発

さて、私どもの東海第二発電所を襲った津
波は 5.4 メートルで、すぐ近くには 6.4 メー
トルとさらに高い津波が襲った場所もあり
ました。外部電源は遮断され 3機あった非常
用発電機の 1機がダウンと、こちらも紙一重
の状況でした。また発電所の海側、ディーゼ
ル発電機を冷却する非常用発電機がある水
中ポンプ室も 5.4 メートルの津波が襲いまし
た。防潮壁がつくられていましたが 6.1 メー
トルとわずか 70 センチの差で、しかも 3月
9 日完成と地震のわずか 2日前でした。もし
防御壁が完成していなければメルトダウン
していた可能性が極めて高いといえます。
また、原子炉に制御棒を挿入し稼働を止め
たとしても核分裂は続いていますから、冷却

し続けなければなりません。冷却水を入れる
と蒸気が発生し圧力が高くなり、そのまま放
置すると原子炉は壊れます。そのためさらに
水を注入しますが、第二発電所では圧力を下
げるために蒸気を逃す弁＝ SR弁（スチーム・
リリース・バルブ）を何と手動で 170 回も開
閉しました。この作業が実に上手く行えたこ
とがメルトダウン回避に繋がったのです。
福島第一原発の北側、女川原発には 1・2・
3 号機があり、全機ともタコ入道のような変
な形の GEのマーク 1型原発でメルトダウン
した福島第一原発と同型です。女川原発では
外部電源 5回線中 4回線がアウト、非常用の
ディーゼル発電機も水浸しで使用不可能と
なったものもあった。さらに 1号機で火災が
起こるなどガタガタの状態でした。つまり福
島 10 機、東海 1機、女川 3機の計 14 機が揃
って福島第一原発のようになってもおかし
くない状況だったんです。
菅首相（当時）や近藤原子力委員長は東京
都民の避難まで想定しておりました。もし福
島第二原発までが駄目になれば 170 キロ圏内
が居住不能、250 キロ圏内避難という、とて
つもない原発事故と日本壊滅の危機が迫っ
ていました。若狭地方の原発も非常に狭い場
所に建っているので、地震が起きてメルトダ
ウンが始まっても道が寸断され救援隊は入
れないはずです。その点は女川も同様で半島
の道はズタズタに寸断され、東海村も道路は
完全に破壊され、上下水道、電気もダウンし
ていました。

■活かされたなかったチェルノブイリの教訓

日本はチェルノブイリ事故から何一つ学
んでいませんでした。チェルノブイリでは現
在も 148 万 Bq/m2 以上の地域では居住禁止
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区域に指定、これは福島では 600Km2 に値し
ます。また 55～ 148 万 Bq/m2 が農業禁止区
域で、福島では 700Km2 に該当します。事故
後 30 Bq/m2 以上は 80 キロ先にまで及び、ア
メリカ大使館は「50 マイル（80 キロ）は避難」、
フランス大使館は「国外退去」、ドイツ大使
館は「大阪に避難」を発令しました。しかし、
日本政府の対応は非常にもたついていまし
た。
住民避難は最初の 3 キロ圏内からすぐに
10 キロ圏内となり、翌日には 20 キロ圏内に、
また 20～ 30 キロ圏内は屋内退避の状態が 2
週間以上も続きました。30 キロ圏を越えた
飯舘村では 1 ヵ月が過ぎてから、最後には
50～ 60 キロ以上でさえ全村避難となってい
った訳です。日本政府は「パニックを起こさ
せない」が第一の目的となり、ズルズルと対
応が遅れ、現在も大きな問題となって残って
います。
茨城県の南に位置する取手市は東京から
約 30 キロの所にありますが、高濃度の放射
能汚染があり、その他千葉県の利根川沿いの
流山市、柏市、野田市、茨城県の利根川沿い
の守谷市、霞ヶ浦周辺も非常に高い濃度で汚
染されました。この辺りは福島原発から 200
キロも離れています。
また、ヨー素は 8日と素早く測定しなけれ
ば解らないんですが、事故直後におおよその
測定値が出ず、お子さんをもつお母さん方に
甲状腺がんの不安を与えています。チェルノ
ブイリでも多くの子どもが被害を受けまし
たが、今年 8月に福島県で実施された 2次検
査では 19 万 2,000 人中 18 人ががんと診断さ
れ、がんの疑いがある子どもが 25 人と計 43
人もの数になりました。10 月にもう一度発
表された結果では、検査を受けた 22 万 6,000
人中 59 人が甲状腺がんもしくは疑いがある

と診断されました。小児甲状腺がんは 100 万
人に 1～ 2 人という発生率だそうですから
200 倍以上の数値になります。福島県は何の
説明もなく「原発事故の影響ではない」と結
論づけていますが、私は怪しいと思っていま
す。
『福島原発事故 県民健康管理調査の闇』（岩
波新書）は、毎日新聞の若手記者が取材を重
ね、「よく見つけた」という内容になってい
ます。福島県による県民の健康管理調査の目
的は「原発事故に関する県民の不安の解消
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」
を第一の目的としていて、「調査はしている、
だから安心しろよ」という対応で、これは最
初から最後まで一貫しています。

■未収束の現状─避難民　賠償問題

私は、避難民 16 万人は放置された人々だ
と思っています。故郷を追われ、人生設計が
立てられない。閉じ込められた空間に住み、
睡眠薬が手放せない。そんな中で政権交代が
行われ原発の復権を盛んに叫びはじめる。安
倍首相は国会会期中にも関わらず、「原発を
輸出する」とトルコに行き契約を結び自分の
手柄にしました。福島の方々は「ああいった
言動を見ていると心が折れる」とおっしゃっ
ていました。さらにもう一つ心が折れたのは
「東京オリンピック招致の “アンダーコント
ロール” の発言だ」と。東京オリンピックに
関心を向けようとする言動を見聞きしてい
ると「心が折れる」と。その通りだと思いま
す。
さらに、未だ福島県民の避難基準は決まら
ず、「20 ミリシーベルト以下なら居住は可能
だ」と言っています。国際的には 1ミリシー
ベルト以下と定めているなか、そういった場
所に住む人はいるのでしょうか。一時帰宅は
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できるそうですが、ネズミに、猪に、牛に荒
らされ、家の中は動物の糞で溢れ、とうてい
住める状況ではありません。
損害賠償問題に関しては 2011 年に「原子
力損害賠償支援機構」を設置、「東京電力に
5兆円を貸し行います」と言いましたが、賠
償額は現時点ですでに 3兆円を上回っていま
す。5兆円ではとうてい足りないと、避難者
や風評被害者に対する賠償の値切りが始ま
っています。除染費用も同様で効果がないと
言われながら費用をあぶく銭のように垂れ
流しています。除染効果を出すには 10 兆円、
20 兆円が必要とも言われ再三作業を延長し
ていますが、「除染できる」と言い切った国
に対し、「本当に可能か」と福島県民も不信
感を持ちはじめています。
東京大学大学院工学系研究科教授の田中
知氏の「きれいな福島復旧復興は着実に」と
題した記事が電気新聞（2011 年 11 月 30 日）
に掲載されています。田中氏はエリート中の
エリートで、これまでにもさまざまな機関の
委員長を務めてこられましたし、現在も総合
資源エネルギー調査会電気事業分科会原子
力部会長を務めてらっしゃいます。その田中
氏が先の記事で「来春のきれいな新緑、山桜、
作付けした緑の水田…、そういったものが間
もなく見られます。来年の正月、来春などに
は多くの人が帰省できます」とおっしゃって
いました。「そんなことができるのか。 事態
を甘く見ているだけじゃないか」と、私は当
時から疑問に思っていたので、この記事を残
していました。ソ連の対応をバカにしてい
る、日本ならできると考えている。「双葉町
や大熊町は帰還できない」と新たな報道もあ
ります。双葉町約 7,000 人、大熊町約 1 万
3,000 人と約 2万人の住民が故郷に帰れない。
また、浪江町は 3つに分割されていますが、

約 2万 1,000 人の全町民が、飯舘村も全村民
が避難しています。浪江町、飯舘町も未だ染
量が高く、重機が山を削り田畑を削り除染作
業が盛んに行われていますが、帰ることはで
きません。安倍首相が言う「アンダーコント
ロール」にはほど遠い、それが現実です。

■原発保有国としての資格と能力の欠如

事故原因は「津波だ、地震だ」と言われて
いますが、地震、津波は日本にとって宿命で
すからそのせいにしてはなりませんし、想定
外ではなく想定されなければなりません。有
名な長崎大学・山下俊一教授が「100 ミリシ
ーベルト以下は大丈夫、避難する必要はな
い」とおっしゃったのが 4 月 11 日ですが、
同日、飯舘村は避難勧告地域に指定されまし
た。さらに「逃げ出すことのないように。事
故による被爆は地震国で原発立国を進めて
きた日本の宿命です」と開き直りました。私
は事故原因は地震、津波ではなく、日本とい
う社会が持つ体質や欠陥にあると思ってい
ます。
私は 1999 年に東海村で JCOの臨界事故
が起きた時から「安全神話」「国策」「想定外」
「仮想事故」という四つの言葉を使い、「事故
の社会的背景」を言い続けてきました。「仮
想事故」は「原子力防災指針」や「原子炉審
査指針」にある言葉ですが、このような施設
にはこのような事故が仮想され、技術的見地
からは起り得ないが、一番厳しい場合はこう
いった最悪の事故も仮想できると。その脚注
に書かれている「仮想事故であるから具体的
な対応は必要としない」という文言を見て私
は唖然としました。「バカじゃないのか」と。
そこまで仮想するなら対応を考えるのは当
然でしょう。JCO臨海事故は関西系企業の
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住友金属鉱山の子会社で起こりましたが、事
故原因は「バケツとヒシャク」だったと言わ
れています。とんでもないこと、基準に則ら
ないことをやったから事故は起きた。しか
し、短期間に均一の性質の高速増殖炉の燃料
（濃縮度 18.8％の硝酸ウラニル）を作る方法
としては合理的だったと思います。ところが
基準を超えた、だから事故が起きたんです。
「国策」という言葉は軍事を除けば原子力
にしか使われていません。その国策の下で戦
前の軍部とよく似た性格をもち、夜郎自大に
なっていく「強権的権力集団＝原子力ムラ」
がつくられました。ですから私は、日本は原
発を保有する資格と能力のない国だと言い
続けてきました。「アメリカやソ連、その他
の国で起きても日本では起きない」、この言
葉を幾度となく聞いてきましたが、自惚れ以
外の何者でもありません。今回の事故はそん
な実にお粗末な国で起きました。
また、日本は原理原則を守ろうとする精神
もない。このご都合主義は我々の言葉で言う
「仕方ないべえ」です。だとすれば誰が保証
するのでしょうか。東海村周辺では「原子炉
がおかしい」となった場合、即避難準備に入
りますが、5キロ圏内には 8万人が暮らして
います。福島第一原発では 20 キロ圏内に 8
万人、東海村の 20 キロ圏内には県庁所在地
の水戸市や日立市といった大きな町も入り
人口は 75 万人、30 キロ圏内だと 100 万人に
なります。こういった場所に原発を建てて平
然としていた、地震列島に原発を建て平然と
していた。日本は原理原則を尊重しない国で
あり、細かなことは得意ですが、大きな安全
を確保する戦略的思考能力の劣る国です。
これらをまとめると「日本は科学的精神が
欠如している国」となります。科学的に追求
するには徹底して装備を固めるべきですが

それはせず、「この辺りで大丈夫だろう」と
金銭的な問題になってしまう。現在も同様
で、原発を止めるか再稼働させるかは金銭的
な問題が中心になっていますし、追求できな
かった時は「想定外」という言葉を使います。
これまでの「原子炉安全設計指針」には、「外
部電源を喪失しても非常用電源が立ち上が
り、外部電源が短期間で復旧するため長時間
の電源喪失を考慮する必要はない」といった
文言が堂々と書かれていました。「原子力防
災指針」には「原子力施設は多重防護のため、
放射性物質の広範囲漏洩の可能性は低い」と
書かれ、「住民避難は必要ない」が前提でした。
私が村長になり「住民避難を入れるか、否

か」と問うた時に「その必要はない。原子力
施設の安全性は充分に確保されている。それ
を認めれば『原子力は危ない』となり、矛盾
が生まれる」という話でした。東京電力の「設
備検討報告書（1993 年）」でも「我が国の原
発は世界的に見て高い安全性を確保してい
る。過酷事故が起こるとは考えられない」と
高々に宣言しています。「何を言っているの
か」です。津波も地震も想定せず「大丈夫だ」
と言い続け、後になってみれば「欠陥原発」
です。
黒川委員長による国会事故調報告書の英語

版の序文には「福島原発事故の根本原因は日
本文化、日本的習慣に根差したもの。権威に
異を唱えない体質、集団主義、島国根性にあ
る。日本人がこの内容を理解できるか」とい
う文言があります。私は賛同していますが、
日本語版には掲載されていません。

■「国策」という名の下に

福島原発事故には科学的精神の欠如と裏
腹に、西洋文化や技術導入先行の歴史、また
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我々がもつ発展願望や経済優先の思想の定
着があります。
ご存知のように明治時代に入ってからは

「文明開化」「富国強兵」「殖産興業」がスロ
ーガンで、戦後は「戦後復興」「高度成長」
という GDP至上主義でした。その後も
GDP至上主義はさらに高じて、科学的な精
神の底の浅さにつながっています。元来の
「科学的精神」とはヨーロッパで生まれ長い
歴史の中で培われ、明治以降に日本に入り
我々が学び始めた。しかし科学の根本的な思
想を考えるのではなく、技術や応用にばかり
目がいっていた歴史があると思います。
そして国策です。先ほども言いましたが、

「国策だから黙っていろ」という非常にオド
ロオドロシイ政策です。岩波の歴史年表で調
べたところ、「国策」は「帝国国策要綱（1941
年 7 月）」、「帝国国策遂行要領（同年 9、11 月）」
といよいよ戦争を始めるという時に使われ
た言葉で、特に 1941 年 11 月は 12 月の初旬
を目途に対英米戦の準備を完了するという
ものであり、南太平洋で戦争を始める決意を
したものです。また「国策だから地方に発言
権はない」という首長や、そう言って責任逃
れしている原発立地市町村長がいまだにい
ます。そこに「地方自治を全うする」「住民
を守る」という観点はないため、依然として
方向転換ができない訳です。
福島原発事故から 3年が経とうとしていま
すが、原子力政策の方向転換はできていませ
んし、むしろ 3.11 以前に戻ろうとさえして
います。強権的利益共同体＝原子力ムラとい
う利害集団は極めて大きく、電力会社や原発
メーカーの三菱重工、東芝、日立の三巨頭、
それに群がる清水建設や大成建設といった
大手ゼネコンがあります。これらの人々が利
益共同体として様々な団体をつくり、官僚や

経済産業省、東京大学工学部を中心とした学
者仲間、さらにはマスコミといった強烈な強
権的集団の存在により方向転換ができない
のです。戦前は軍閥や財閥といった共同体も
ありました。
さらに批判するならば明治期以来の「秀才
信仰」で、日本のエリートは歴史的にも大し
たことはなく、我が国はエリートに滅ぼされ
ると私は思っています。慶應大学の小熊英二
氏が朝日新聞の『あすを探る―「脱原発」実
現しつつある日本』で「日本に偉大なリーダ
ーはいないが、民衆の実行力はすごい」と書
いています。
ノモンハン事件で日本軍と闘い最後はベ
ルリン攻略を指揮した大元帥ジューコフ元
帥（ソ連軍の将軍）は、「日本の兵士は一流
である。しかし、高級将校は三流である」と
言っていますし、明治時代に日本の軍事大演
習を視察したドイツ軍の将校は「日本の将校
は事態を安易に考える。そして末端まで指図
したがり、難しい言葉を使いたがる」と。ま
るでどこかの誰かのようで、昔は幼年学校か
ら陸軍士官学校、陸軍大学校に進んだ人は超
エリートと呼ばれ、そういった人たちが集団
で戦争を引っ張っていました。
また東京大学原子力工学科卒者も同様の
エリートで、自身の保身や出世、組織の利益
のために人に犠牲を強いることができる人
間だと思います。戦時中、兵士に犠牲を強い
た玉砕戦法がこれで、サイパン島や沖縄の戦
いでは国民を盾にし、米軍との戦いを平然と
強要し、最後は一億総玉砕だと。大本営を長
野県の松代に移転し、女性や子どもに竹槍を
持たせ、米軍の迫撃砲や機関銃に立ち向かわ
せようとしていたんですから、国民の屍の上
に軍部、軍閥を守ることを本気で考えていた
んでしょう。
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■方向転換ができない日本社会

こういった社会の中で「個人が育っていな
い」と感じています。憲法 13 条には「すべ
ての国民は個人として尊重される」とありま
すが、自民党の改憲草案（憲法改定草案）に
は、個人を消したいという思惑が示されてい
ます。個人を消し、「人として」尊重すると。
全体のためには個人の存在が目障りなので
しょう。これこそが集団主義で小学校からつ
くられる意識ですが、我々は世間から爪弾き
にされないために世間に同調していく性癖
があります。
福沢諭吉は『学問のすすめ』に「一身独立
し一国独立す」と印していますが、その頃か
ら日本人は変わっていません。また「アメリ
カは物量で日本に勝るが、アメリカ兵は個人
主義者だから腑抜けだ。日本人には大和魂が
あるからアメリカには負けない」などと陸軍
将校は言っていたそうです。まさに「大和
魂＝日本」が「個人主義＝アメリカ」に負け
たと私は思っています。
有名な西ドイツの大統領 R・ヴァイツゼッ

カー氏は『荒れ野の 40 年』という演説で「過
去に眼を閉ざす者は、現在に対してもやはり
盲目となる」と語っています。『歴史の終わ
りか幕開けか』というベルリンの壁が崩壊し
た時の談話（1993 年岩波書店）には「西ド
イツは 40 年をかけて体制国家から市民国家
となり、その結果西欧に受け入れられた」と
あります。戦前のナチスによる体制国家、そ
れ以前に帝国時代から市民国家になったこ
とを誇らかに言っています。
しかし日本は方向転換ができず、自滅の歴
史をたどってきました。日清、日露戦争に勝
ち、朝鮮を併合。第一次世界大戦に参戦し、

対華 21 箇条要求をし、大正デモクラシーを
経て満州事変でまた変わり、日華事変、太平
洋戦争、そして敗戦…とここまでいってしま
う。さらに細かく言うなら、ガダルカナル島
で負け、サイパンで負け、フィリピンで負け、
硫黄島で負けた。東京大空襲があり、沖縄、
広島、長崎…そして最後は本土決戦一億層玉
砕と、止まることができない。方向転換がで
きない日本については皆さんにも考えてい
ただきたいと思います。

■歴代政権のエネルギー・原子力政策

福島原発事故以降の歴代政権のエネルギ
ー・原子力政策において、野田政権は「終息
宣言」という間違いを犯しました。2012 年 9
月には革新的エネルギー戦略を立て、日本政
府としては初めて「原発ゼロ」という言葉を
使いました。しかし「原発の新増設ストップ」
としながら大間や島根、東通は別扱いにした
り、「運転 40 年宣言」をしながら例外規定を
設けたりと、この戦略にはいくつもの欠陥が
ありました。さらに核燃料サイクルで再処理
事業を維持するなどの不徹底さもありまし
たが、意見聴取会や世論調査など国民の世論
を受け、「大方の国民は原発ゼロを望み、そ
の政策を立てる必要がある」と結論付けまし
た。
ところが安倍政権は経済成長戦略の中心
に原発輸出を据えています。中国やインド、
トルコやアラブ首長国連邦などが輸出先に
挙げられていますが、果たしてその通りにい
くんでしょうか。エストニアも候補に挙がり
日立製作所が準備をしていましたが、国民は
「NO!」と言い切りました。「6機つくる」と
言っていたイギリスは、製造を請け負うはず
だったドイツの E.ON（エーオン）、RWE（ア
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ール・ヴェー・エー）という電力会社が撤退、
大手電機メーカーのシーメンス社も原子力
産業から撤退してしまいました。そこに日立
製作所が乗り込んだのですが、ほぼ実現は不
可能ということは再生可能エネルギーへの
投資額の増加から見ても明らかだと思いま
す。世界各国の再生可能エネルギーへの投資
額は年々増加し、2011 年には 26 兆円にまで
膨れ上がっています。一方、原子力が 1兆円
に達したのはこの 10 年でほぼありません。
これが世界の潮流です。
今年の 7月の参議院選挙の際、茨城県での
調査では東海第二原発の再稼働反対が 59％、
うち女性は 66％、出口調査に至っては再稼
働反対が 70％に達しています。保守的な茨
城県においても 22 町村が廃炉の決議をし、
30 万人の署名が知事に届けられています。
私は長らく原発について訴えてきました
が、原発との戦いは「前門の虎」です。政権
の再交代が起こり、安倍政権が誕生し改憲を
叫びました。改憲が上手くいかなければ、次
は秘密保護法や集団的自衛権の保持といっ
た方向に転換しています。秘密保護法は実に
大変な法律で、とうとう「後門の狼」がやっ
てきたと思いました。
治安維持法が制定された大正デモクラシ
ーの時代は非常にリベラルな時代で、普通選
挙法が成立し、それと引き換えに治安維持法
が制定されました。当時は「まさかそんな酷
い法律ではないだろう」と思っていたそうで
すが、昭和 3年に改定され「3・15 事件」や「5・
15 事件」など直ちに大弾圧が始まりました。
昭和 16 年にはさらに強化、自由主義者まで
が一網打尽にされ、逮捕されることもありま
した。しかし実際に裁判にかけられたのは 1
割にも満たず、要は逮捕することに意味があ
り、憲兵だ、特高だとかが脅しをかけていた

んです。
「秘密保護法も情報公開法があれば酷いこ
とにはなるまい。アメリカから要求されてい
るから仕方がない」としていますが、ナチス
が政権を奪った時と同様にそんなレベルで
は済まないと私は思っています。世界一の民
主的憲法となったワイマール共和国時代の
ワイマール憲法もナチスによって一夜にし
てひっくり返されました。「あの手法を学べ」
と麻生外務大臣は言ったそうですが、まさに
その通りで、だからドイツ人はミュンヘンの
ゴロツキどもが国会議員になっても問題な
いと思っていたんです。しかし、あれよあれ
よという間にナチスにのっ取られてしまっ
た。つまり原発の推進と改憲、秘密保護法、
集団的自衛権、さらに昨日の石破発言はすべ
て繋がっているという危機感をもつことが
必要なんです。

■地方価値の覚醒

これら国策に対して異議を申し立てる脱
原発運動は民権擁護運動であり、地方自治、
地方主権拡張運動と根底でつながっている
と思います。
「もし原発をなくしたらその地域はどうな
ると思いますか」という質問をよく受けま
す。確かに東海村は大変なことになります
が、地域経済がどうなるという程ではありま
せん。原発立地自治体は全国で 20、関連す
る六ヶ所村や完成間近の大間を含めても 22
しかありません。全国の 1720 市町村のうち
の 20 や 22 の市町村のために「原発は経済的
に必要だ」と言って良いんでしょうか。「原
発に依存していると地方はこうなる」という
例を福島は見せてくれていますし、それを打
ち消す材料はないと思います。
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ドイツのメルケル政権の原発廃止への転
換は市民社会あってこそであり、その根底に
は地方主権、地方分権がありました。そこで
我々は「地方価値の覚醒」を言いたいと思い
ます。地方は「成長・発展・開発」という言
葉が好きでこの言葉には抗えません。と同時
に「効率・便利」という言葉をずっと追い求
めてきました。しかし原発依存の繁栄は「一
炊の夢」であり、原発は疫病神です。福島原
発の事故後、双葉町の商店街の入り口に掲げ
られた看板「原子力 明るい未来のエネルギ
ー」の下で町は無人と化していました。私は
アウシュヴィッツの正門に掲げられていた
「ARBE IT MACHT FREI（アルバイットマ
ッハ フライ）」の看板とダブりました。
原発の建設が決まった町はすべてを原発
に依存します。10 年間で 400 億円もの金が
入る。農業、酪農、水産業、地場産業と既存
の産業は一瞬にして消え、原発関連の産業だ
けになります。もちろん住民は優先的に雇っ
てもらえますが、高度成長期だったにも関わ
らず新しい産業は芽生えませんでした。福井
県越前市と敦賀市の工業製品出荷高を比べ
ると、越前市は敦賀市の 3～ 4 倍あり、この
現状がよくわかると思います。さらに今年
10 月、双葉町の新町長の「7号機、8号機を
つくってくれ」という発言には驚かされまし
た。住民が帰還できない惨状にいながら、新
しい原発をつくってもらえば金が貰える。何
と情けないことでしょう。ですから私は「脱
原発で地域経済はどうなる」といった問題設
定は誤りであると思います。

■省エネと地方分権

これからの地方は大都市中心の経済的な
考え方に対抗していかなければなりません。

都市的、大企業的発想が行き着くところは東
京オリンピックであり、リニアモーターカー
です。しかしこの価値観に引きずられていく
と地方や地方文化は衰退していきます。新幹
線や高速道路を求め、本当に地方は発展した
んでしょうか。通過されただけなのではと私
は思います。
街道筋の宿場や小藩の城下町など、日本各
地には立派な文化があり、産業がありまし
た。しかし、それらは消えていった。倉本氏
の書籍にもありましたが、「スーパーマーケ
ットが町中にできた。商店が閉じられた。さ
らに大きなアメリカ発のスーパーマーケッ
トが郊外にできた。今度は町中のスーパーマ
ーケットが消えた」と。こういう状況を我々
はつくり出しているんです。もし日本が
TPPに参加したら、きっと恐ろしいことが
起こります。TPPはアメリカ企業が中心の
協定であり市場拡大を目的にしていますし、
農薬や遺伝子組み換え種苗などの心配もあ
ります。TPP参加で地方が豊かになること
は決してありません。
そして関西圏、中京圏、北九州圏は東京に
吸収されつつあるとのことですが、私は関西
圏が最も重要だと思います。地方主権、地方
分権のためにもここで拠点的な関西圏に頑
張って頂かなければなりません。アンチ東京
に有力な大阪や京都は重要だと私は思って
いますし、関西が弱ってしまうと日本は本当
に住み辛い国になってしまいます。
「地方」には暗い、貧しい、不便…といっ
たネガティブなイメージが多く、「都会」に
は一転、素晴らしい、明るく輝いているなど
のイメージがあります。ところが地方には自
然の美しさや家族が一緒に働き暮らせる幸
せ、通勤時間がかからない、コミュニティが
しっかりしているなど貨幣には代えられな
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い大きな価値があります。安倍首相は「スピ
ード感を持って」とおっしゃいますし、我々
もスピードを追い求めがちです。今一度「ス
ロー」に価値を見出すことが地方の価値を見
出すことに繋がると思います。
省エネが叫ばれる昨今ですが、これは地方
自治体の得意分野です。先ほど再生可能エネ
ルギーへの投資額についてお話しましたが、
電力の自由化ができれば、地方自治体は自力
で電力供給ができ独立できます。東海村の原
発は東京など大都市のためであり、若狭地方
の原発は関西圏の工業地帯に電力を送るた
めにあります。しかし東海村 1万 5,000 世帯
の電力は、風力発電機が 8機あれば供給でき
ます。風がない東海村では無理ですが、予算
を持って下北半島や北海道に行けば電力が
確保でき、それを売れば 1万 5,000 世帯の電
力は自給できる。そのためにはまず電力の地
域独占体制を壊すことが大前提です。
再生可能エネルギーに関しては中国 14 兆
円、アメリカ 10 兆円、ドイツ 9兆円が 3 年
間で投資されていますが、日本はわずか 1.5
兆円に留まっています。再生可能エネルギー
の経済効果は計り知れないものの原発は止
められませんでした。当時の菅首相が「全量
固定買い取り制度」をスタートさせ、昨年は
太陽光発電だけで原発 3～ 4 機と同等分を発
電できたそうです。原発 25 機分も認可して
いる現状ですから、地方はエネルギー自立政
策を立て、この点では地方分権、地方主権を
確立すべきだと思います。朝日新聞の『記者
有論（2013 年 10 月 1 日）』で東北復興取材
センター長、仙台総局長の坪井ゆづる氏が
『被災地の視線　五輪 喜べない三つの理由』
を書かれていますが、これこそ地方が考える
べき事案だと思います。

■「スモール イズ ビューティフル」

最後に、皆さん「スモール イズ ビューテ
ィフル」、そして「成長の限界」という言葉
とをお聞きになったことはありますか。高度
成長期に入った 1972 年にローマクラブが「成
長の限界」と言いました。私は入社して 10
年くらいのぺーぺーでまだまだ希望を持っ
ていた頃でしたが、その翌年 1973 年にドイ
ツからイギリスに亡命した経済学者 E・シュ
ーマッハが『スモール イズ ビューティフル』
（講談社学術文庫）という書籍で経済拡張拡
大信仰に警鐘を鳴らしました。またインドの
思想家サティシュ・クマールの『君あり、故
に我あり（講談社学術文庫）』は関係の経済
学であり哲学で、シューマッハの「スモール 

イズ ビューティフル」を引いていますが、
ヨーロッパ合理主義のモデル、デカルトの
「我思う、ゆえに我あり」をもじり「君あり」
としています。
一方、ネルーとガンジーは異なり、西洋と
同様に文明化し西洋の生活水準に追いつく
ことがネルーが描いたインドの未来であり、
独立後の姿でした。これは明治維新の日本人
と同様です。一方のガンジーは文明による大
量生産ではなく、大衆による生産を主張しま
した。何故なら「インドは大衆の国だから」
です。私は地方の発想には大衆や住人という
考え方やそういった経済関係、経済社会があ
って良いと思っています。
長時間にわたり、ご静聴頂きありがとうご
ざいました。

【質疑応答】

質問　本日はありがとうございました。お話
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の中に「再生可能エネルギーを北海道で…」
といった提案がありましたが、具体的に進ん
でらっしゃるんですか。
村上　いいえ、東海村では地元の事業社によ
る共同体が学校など施設の屋根貸しや土地
貸しの運営に加えメガソーラーの研究など
も行っていますが、再生可能エネルギーの具
体的な話には至っていません。この発想の実
現にはまず電力の地域独占体制が崩壊し自
由化が達成されなければなりません。その実
現が 2015 年頃とのお話なので、その後の展
望としてもっています。
質問　とても深く腑に落ちるお話をありが
とうございました。村上さんのようにご見識
をお持ちの方が何故勇退なさるのか、また、
東海村の皆さんは精神的支柱を失われるよ
うな気がしますが。
村上　退任するまでに「東海第二発電所の再
稼働はない」とはっきりさせたかったです
し、それができない中での退任は後ろ髪を引
かれる思いでした。しかし、今後を託せる後
任者が現れてくれました。私が村長の時に副
村長を務めてくれた山田新村長は原発に対

して中立の立場を取ってらっしゃいます。東
海村の周辺には議員など利害関係のある人
が多く世論も強いため、彼は私のように理論
的、思想的に原発反対を言い切れません。し
かし、原発再稼働にはしっかりと釘を刺して
くれていますし、「私を信頼して下さい」と
はっきり言ってくれたことが何よりでした。
また、私も 70 歳になりました。当初から
70 歳になったら辞めると決めていましたし、
個人的な事情ですが 7月に家内を亡くしまし
た。これら様々な事情から、また原発問題だ
けでなく村長として諸々の仕事をこなすエ
ネルギーや自信を感じる事ができなくなり、
かなり悩みましたが信頼できる後継者に委
ねることにしました。
安倍政権はあれこれと手を尽くしていま
すが思うようにことは運んでいません。国民
の世論が原発再稼働を許さないでしょうし、
特に東海第二原発の再稼働は茨城県民の世
論が許さない、周辺の首長、市長が許さない
と信じています。

（2013 年 11 月 17 日）


